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No テーマ 想定される方法 現状の課題 要望 要望先 

１ 非対面で

の本人認

証（アカ

ウント作

成） 

〇個人（法人経営者） 

マイナンバーカードを利用した署名用電子

証明書（公的個人認証サービスを使用） 

・マイナンバーカードの取得に対面で

の手続きが発生。

・電子証明書の利用に、カードリーダ

ー等の読取装置が必要。

□マイナンバーカード発行の

完全オンライン化（非対面

化）の検討

デジタル

庁、法務

省、総務

省 

〇個人事業主・法人 

gBizIDプライムを利用 

（参考：gBizIDの種類） 

・エントリー：即日作成可能

・プライム：代表者用（印鑑証明書が必

要）

・メンバー：従業員用（プライムが指名）

・gBizIDプライムの取得に、印鑑証明

書が必要。

□【Ａ】関係機関にオンライ

ン請求した後、関係機関が

必要書類を申請者の私書箱

（gBizID、マイナポータル

等？）に送付し、当該私書

箱内の必要書類を受付機関

等が確認する方法の検討

２ 利用開始

後の手続

き 

〇個人事業主・法人 

gBizIDプライム・メンバーを利用 

・代表者の変更時には登記手続き・

gBizID共に変更の手続きが必要。

・担当者の異動・退職等に係る変更時

には代表者（プライム）が自ら行う

必要あり。

□法人登記とgBizIDを連動

させた変更方法の検討

□プライムからだけでなく、

メンバーでも変更可能な方

法の検討

デジタル

庁、法務

省 

３ 必要書類

の添付 

○必要書類(※）を関係機関に請求し、電子媒

体(ＰＤＦ等）として取り込み、添付して提

出

※登記事項証明書、確定申告書(控）、納税証

明書、戸籍、住民票、罹災証明等

・必要書類を、その都度、関係機関に

請求し、電子媒体として取り込み、

添付して提出しなくてはならない。

（上記Ａ参照） デジタル

庁、法務

省、国税

庁、総務

省等 

４ 金融機関

の口座引

落とし契

約の締結 

○Ｗｅｂ口座振替 ・法人の代表者の確認が困難との理由

から、Ｗｅｂ口座振替ができないケ

ースが想定される。

→個人はｅＫＹＣ等の方法がある。

□金融機関がオンラインで、

法人の代表者の確認と口座

引き落とし意思を確認する

方法の検討

金融庁 

以 上 
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